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１． はじめに 

沿岸域管理に関する様々な制度、計画、管理主体、関係者、対象を地域特性に応じた総合的な視点で

管理することは理想であり目標であるがその実現は容易ではない 1)。 

現下の地球環境における人口爆発・自然破壊・気候変動などの極端な変化は、人類の未来に大いなる

不安を与えている。「開発の世紀」といわれた 20 世紀における経済効率主義に対する反省概念である「生

態系サービス」は自然の恩恵を基盤する挑戦的な経済的パラダイムである。

瀬戸内海環境保全特別措置法の一部を改正する法律令和 3 年法律第 59 号（令和４年４月１日施行）で

は、「瀬戸内海における生物多様性の保全・水産資源の持続的な利用の確保を図り、地域資源を活用した

「里海づくり」を総合的に推進」を目指しており、瀬戸内海における今日的課題に積極的に取り組む画期的

な改正である 2)。 

２． 生態系サービスの経済評価の意味と政策的展開 

生態系サービスに関する概念成立の起源を古く遡ることも可能であるが、近年に焦点をあてるならば、

1960 年代には、人間社会に供給する自然の機能に関する萌芽的論文がみられ、1970 年代から 1980 年

代には、生態系サービスに関する生態系機能の便益性の枠組みに関する研究が展開されてきた。

生態系サービス概念の利用に関する合理的背景は啓蒙的であり、それは生物多様性の喪失が人間の

福利に対する限界的サービスを補強する生態系機能にどのように影響するかを示すものであった。

ミレニアム生態系評価の報告書は、生態系サービスを以下の 4 つの機能(供給サービス、調整サービス、

文化的サービス、基盤サービス)に類型し、生態系サービスの豊かさが人間の福利に大きく関係することを

強調した 3)。 

沿岸域管理と生態系サービスに関する重要な研究として、Robert Costanza ら(1997)は,地球全体で

US$33.3trillion / 年、海域全体を US$12.6trillion / 年と大胆に推定した 4)。 
 その研究成果の展開系として、生態系サービスがどのように変化するかを 4 つのタイプのシミュレーシ

ョンにより推計した 5)。推計結果では、４つの沿岸域管理方式のシナリオを設定し、2011 年の沿岸海域の

生態系サービスが 2050 年にはどのように変化するかを示した。すなわち、①自由企業の活発な行動を保

障する市場原理優先方式では平均 10%減少、②強固な個人主義に基づいた経済堅牢世界信奉方式で

は平均 20%減少、③地域調整を重視した行動により改良的政策改革する方式では顕著な変化なし、④コ

ミュニティの幸福を主目的とした地域活動および沿岸域管理の大転換では平均 20%の増加、という管理行

動による生態系サービスの差異を示した 5)。 

生態系サービスの推定値が有する意味は、数値の厳格さより、沿岸域管理による生態系サービスが政

策シナリオにより相対的に比較できることに意義と効用があり、経済活動方式により生態系サービスが大き

く変化することが理解できる仕組みとして意味がある 6)。
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３． 瀬戸内海における環境の経済的評価 

生態系サービスなどの「自然」の恵みを感じ認識することはあっても、現実的には、市場で取引される価

格が存在しないため、経済的価値として代替的・代理的に測定することしかできなかった。その方法は、利

用価値には、「直接的利用価値」、「間接的利用価値」、「オプション価値」が、非利用価値には、「遺産価

値」、「存在価値」と類型し、手法として、顕示選好法には、「代替法」、「トラベルコスト法」、「ヘドニック法」が、

表明選好法には、「仮想評価法（CVM）」、「コンジョイント分析」が適用された 7)。 

瀬戸内海の環境価値については、松岡・竹内(1992)8)による大阪湾の釣り場の効用に関するアンケート

調査をデータとして、WTP 法と旅行費用法による大阪湾の環境価値の推定がある。盛岡ら(1995)9)は、

TCM や CVM により須磨海水浴場など（大阪府）の水質維持や水質改善の環境経済価値を計測し、大

阪湾沿岸全体の水質維持に対する地域住民のWTPとして、利用価値、随意価値、遺贈価値、代位価値、

存在価値と類型化し合計 4,713 円／人／年として、調査地域全体では 539 億円／年であると推定した。 

以上の研究は、瀬戸内海における特定地域における環境の経済価値の推定に関する研究であるが、

仲上・大場(1996)10)は、CVM 法,TCM 法を用いて瀬戸内海全体における環境の経済的価値として釣り

15,626 億円/年、海水浴 6,563 億円/年、潮干狩り 1,825 億円/年により 24,014 億円/年と推定した。 
このような環境の経済価値の推計方式の延長線として、太田ら(2016)11)は、瀬戸内海の広島湾北東部の

海域を対象に、瀬戸内海の望ましいイメージである「きれいで豊かな里海」の経済価値評価を二段階二肢

選択方式 CVM にて実施し、広島市南区、広島市安芸区、府中町、海田町、坂町を受益範囲とし、この

範囲の全世帯での支払意志額は、約 3 億 6 千万円/年、支払期間 10 年間を想定すると、約 36 億円と

推定した。 

瀬戸内海の環境の総体を、経済的に推定することは、不可能であるが推定技法は確実に進歩しており、

その推定結果が下水道施設の設置の妥当性の評価や沿岸海域の保全への投資の意味について傍証的

意味を持ちつつある。 

 

４． 瀬戸内海の生態系サービス評価 

環境省は、「湿地が有する経済的な価値の評価結果について」を 2014 年 5 月 23 日に発表した 12)。報

告書では、評価対象である日本の干潟 49,165ha の供給サービス(食料)約 907 億円/年、調整サービス(水
質浄化)約 2,963 億円/年、生息・生育地サービス(生息・生育環境の提供食料)約 2,188 億円/年、文化的サ

ービス(レクリエーションや環境教育)約 45 億円/年と推計し総計年間約 6,103 億円とした 12)。これらの推定

値は、これまでの環境の経済的価値の推定方式を一段と飛躍させ、生態系サービスの経済的価値の推定

についての意義ある試みであり、現在の日本の干潟の生態系サービスが推定されたことにより、その保全

により、また国民の干潟の関心度の高まりによりさらに経済的価値が高まることを意味するとともに、沿岸域

管理における干潟保全の行動指針の基礎になるものと思われる。 
瀬戸内海全域の生態系サービスを厳密に測定することは困難な作業である。瀬戸内海の干潟をはじめ、

海域、地域住民の諸活動(漁業・農業・林業・観光業)を基本とした生態系サービスについての推定作業は

可能である。そこに推定される生態系サービスは、地域の潜在力を示すだけであり、地域の経済活動の可

能性を示していない。しかしながら、生態系サービスの推計値が、現実の経済活動にリンクするような形で

測定することが可能ならば、沿岸海域管理担当の政策担当者・市民により実感を持った数値を示せること

ができるであろう 13)。 
生態系サービスの推定値が地域経済政策に反映するためには、供給サービスでは、食料(海面漁業・

水産物・養殖)とし、その代表値として漁獲高とする。文化的サービスでは、レクリエーションとして、その代
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表値として観光産業収入とする 14)。他の沿岸域の生態系サービスは捨象するが、統計的にこれらの数値

は把握できるとともに、地域住民にとって実感のある数値として意味がある。これらの数値を基本に「活用

型の生態系サービス（AESCZ: Actual Ecosystem Service of Coastal Zone）とし、その推定式は次のとおりで

ある 15)16)。 

  AESCZ= 漁業生産額（FP）X（α+β）+ 観光客入れ込み数（TPo）X 観光客消費額（TPC） Xγ 

AESCZ= 沿岸海域の活用生態系サービス（10 億円 / 年）, FP= 漁業生産額（10 億円 / 年） 

TPo= 観光客入れ込み数（万人 / 年）, TPC= 観光客消費額（万円 / 人） 

α= 前方連関係数 ,β= 後方連関係数 ,γ= 誘発係数 

沿岸海域の活用型生態系サービス推計における、α= 前方連関係数 ,β= 後方連関係数 ,γ=誘発係

数を算出するために、岡山県備前市日生町を事例とした市町村内産業連関分析を作成し、推計を行った

16)。推計結果は、日生湾 181 億円/年、広島湾 755 億円/年である。対象地域の生態系サービスの総計は、

これらの推定値より大きいことは確実であるが、ここに示した活用型生態系サービスの値は、現実の産業

活動を反映したものであり、社会的受容を得やすいものと考える。それぞれの対象地域の生態系サービス

は、ここで考慮していない他の生態系サービス(例えば調整サービス)を算定することができれば増加する。

しかも、生態系サービスは、自然そのものではなく、自然と人間関係で時間的に変化するものであり、そこ

に生態系サービスのサステイナビリティ性を見出すことができる。 

 

５． 瀬戸内海の生態系サービスを向上と地域のサステイナビリティ 

生態系サービスを軸とした、瀬戸内海の沿岸域管理を展望するとき、「瀬戸内海の生態系サービス」の

経済的価値を、固定的なものでなく、人(沿岸海域住民以外の人を含む)と海との関わりで捉えることが重

要である。その経済的価値は変化するものであり、また政策により将来的に変化するものである。 

瀬戸内海の生態系サービスを維持保全するためには、地域住民と協同する「里海」の概念の実装化が

有効であり、柳哲雄は、日本の自然資源である地域資源を「里山・里海の自然・人的資源を賢明に利用し、

地産池消により、商品の運搬コストと炭素排出量を可能な限り少なくして、自然としても社会としても持続可

能な世界の実現を目指すことこそ、有限の地球のあるべき将来の姿だろう。」と指摘している 17)。 
地方創生は、緩慢な制約条件としての人口減少・高齢化、産業の衰退、インフラ整備の未対応等がると

ともに、急激な制約条件として災害大国における首都直下型地震・南海トラフに起因する壊滅的な人及び

国土への深刻な被害による影響、さらにはアジア情勢などの国際情関係にともなう難民問題等、そして気

候変動に伴う極端気象の常態化などがある。 

瀬戸内海の生態系サービスを向上し地域のサステイナビリティを維持するための視点として、次の 3 

点での施策の展開が求められる 18)。 

① 沿岸海域の地域資源を生態系サービスとして再評価する。 

② 地域資源をローカルな位置づけのみならず、国家的位置づけにより、グローバル・サステイナビリ

ティの可能性について検討する。 

③ 2050 年の人口シミュレーションを行い、人口動態（減少・高齢化）に依拠しない地域資源に立脚し

た地方創生プランの計画を策定する。 
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６． 瀬戸内海の沿岸域管理と国際ネットワークの構築 

瀬戸内海の環境・産業は、有史以来、国際的ネットワークにより支えられてきた。瀬戸内海の生態系サ

ービスの保全を基盤とする沿岸域管理においても国際的ネットワークの活用が望まれる。瀬戸内海のこれ

までの国際的ネットワーク構築の財産を基本とした沿岸域管理のあり方について提案する 19)。 

(1) 生態系サービスを軸とした沿岸域管理の構築 

生態系サービスは、今日では、自然のみならず、地域の生活・生産活動をも図ることができる世界

共通の指標である。従来の漁業生産額による国際比較ではなく、沿岸地域総体の比較により、地

域の新た魅力が発見できる。瀬戸内海の生態系サービスが総体として高まることにより、より世界

からの注目が集まるものと思われる。 

・供給サービス:瀬戸内海の漁業の重要性を食糧・産業・歴史の視点から再評価し、漁業と地域産

業との協業をめざす。 

・調整サービス:瀬戸内海の水質管理システムを時代の要請に応じて構築していく。 

・文化的サービス:瀬戸内海の自然的・社会的景観を保全し、伝統的・創造的な観光産業が発展

できるような沿岸域海管理をめざす。さらに瀬戸内海の管理方式をこれまで培

ってき地域・国際ネットワークを通じて世界に広め、その管理水準を維持する。 

・基盤サービス:瀬戸内海の栄養塩の循環・一次生産を保ち、漁業生産に寄与する。 

(2) 瀬戸内海ガバナンスの維持発展 

瀬戸内海環境保全特別措置法は、1973 年 10 月 2 日公布以降、瀬戸内海の自然的社会的環境

を反映し、時宜に応じて改正されてきた。今後、生態系サービスの保全・増加を基本とした統合的

管理を目指すことが求められる。そのためには、50 年以上にわたる瀬戸内海環境保全知事・市長

会議や（公社）瀬戸内海環境保全協会の継続的活動の重要性がますます高まるものと思われる。 

・瀬戸内海環境保全知事・市長会議は、兵庫、広島、香川の 3 県の知事の提唱により、昭和 46 年

7 月 14 日、神戸市において、関係 11 府県知事及び３政令指定市長により、瀬戸内海環境保全

知事・市長会議が開催され、今日まで継続し 50 年以上の歴史を有する。「3000 万人瀬戸内海ク

リーン大作戦」、「瀬戸内海環境保全セミナー」等、継続的な活動および情報共有は、瀬戸内海

ガバナンスの基礎である。 
・（公社）瀬戸内海環境保全協会は昭和 51年 12月に設立され、瀬戸内海の環境保全に関する事

業を行っている民間団体と関係地方公共団体等が互いに協力しあって幅広い活動を展開して

おり、事業として、「瀬戸内海の環境保全・創造に関する普及啓発、活動支援及び情報収集・提

供」、「瀬戸内海の環境保全・創造に関する調査・研究事業」が行われている。 

(3) 瀬戸内海を軸とした国際研究ネットワークの展開                 

瀬戸内海の沿岸域管理において特筆すべきは、国際的な研究蓄積の豊富さであり、その研究水

準の高さは、世界の沿岸域管理をリードしてきた。その先導的役割をしてきた、世界閉鎖性海域環

境保全会議や国際エメックスセンター、瀬戸内海研究会議における沿岸域管理の研究は、生態系

サービスを軸とした管理のあり方に新しい知見を見出すものと期待される。 

・1990 年に第 1 回世界閉鎖性海域環境保全会議（エメックス会議）が神戸で開催され、これまで

13 回行われてきた。エメックス９０「瀬戸内海宣言」では、「沿岸域の環境の保全と持続的な利用

を進めるためには沿岸管理の総合的なアプローチが必要・・・」と沿岸域管理の重要性を謳って

いる。沿岸域管理の原理として、ガバナンス、里海、生態系サービス等が議論・検証されてきた。    
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・国際エメックスセンターは 1994 年 11 月設立され、世界の閉鎖性海域の現状や課題、統合的環

境管理、里海、環境学習など幅広いテーマで情報交換を行うセミナーやシンポジウムが展開さ

れてきた。2020 年度より、若手研究者の活動を支援するための研究活動費の助成制度が継続

実施され、閉鎖性海域の環境保全に資する研究に取り組む若手研究者の育成が行われている。

沿岸海域管理の発展には、世界の最先端の研究成果に基づく理論と実践が必要であり、これら

の研究成果が世界の沿岸海域管理のネットワークづくりの財産となる。    

・瀬戸内海研究会議は、「瀬戸内海研究会議」が 1992 年 3 月に設立され、自然科学・社会科学・

人文科学等を含めた学際的な集団であり、また、学・産・官・民の研究者等の集合体である。瀬

戸内海研究フォーラムは 30回を重ね、瀬戸内海の環境の保全と適正な利用について政策提言

を行ってきた。 

 

以上の、恒常的な沿岸域管理の行政・研究組織の存在は、国内はもとより、国際的にも極めて価

値あるものであり、生態系サービスによる政策展開をリードするとともに、日本的沿岸管理方式の国際

発信を続けてほしい。 
 

注) 本研究は平成 26 ～ 30 年度環境省研究総合推進費による戦略的開発領域 S13「持続可能な

沿岸海域実現を目指した沿岸海域管理手法の開発」(研究代表:柳哲雄九州大学名誉教授)の研究

成果の一部であることを付記する。 
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瀬戸内海の社会経済的な評価  

多段階管理システムによる沿岸域管理 

近畿大学産業理工学部 

日 高  健 

１. 沿岸域管理のダイナミクス１）２）

現在、日本において取り組まれている沿岸域総合管理の性格を持った様々な事例を取り上げ、対象と

する空間スケール（地先、市町村沿岸、都道府県海域、それを超える海域）と利用の複雑さ（単相、複相、

多相）の二軸で分類し、図 1 に配置した。図の左下隅には、共同漁業権や区画漁業権に基づく漁場管理

が位置付けられる。これは地先の漁村コミュニティによる前浜の漁場や水産資源の管理を意味する。図に

配置された事例を見ると、利用の複雑化で上方にシフトするとともに空間スケールも左側にシフトしていく

様子が観察される。里海あるいは自発的な沿岸域総合管理と呼ばれる取組みの多くは、この地先水面と

市町村沿岸の空間領域に形成されている。都道府県海域での総合的な管理事例としては、長崎県による

大村湾の管理や香川県の取組みがある。また、都道府県海域を超える海域については、瀬戸内海の管理

や大阪湾の再生行動計画による管理があげられる。 

図 1 沿岸域管理のダイナミクス 
出典：日高（2022）２）、p.129 より引用 

注：図中の地名は日高（2022）で事例として取り上げる地域。数値は取り上げる章番号
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図 1 によると、左下の隅から右上の隅へと管理の仕組みが連続的に発展しているように見えるのだが、

事例の分析結果からは、異なる空間スケールにおける取組みでは管理の仕組みが異なっていることがわ

かった。また、管理主体も国、都道府県、市町村、地域住民等（漁業者や漁協、NPO を含む）と多様であ

り、利用の複雑さによって関わり方も異なっていた。これらの分析結果に基づいて著者が提案しているの

が、里海を基本単位とした沿岸域の多段階管理システムである。 

その概要を説明すると次のようになる。つまり、沿岸域管理の仕組みは里海から連続的に発展していく

のではなく、空間スケールが広がるにつれ、異なる仕組みが重なっていく。つまり、第一段階の地先での

里海に新たな仕組みが重なって市町村沿岸の第二段階になり、さらに新たな仕組みが加わって都道府県

海域における第三段階の管理が構成される。都道府県海域を超える第四段階は、前の三段階をベースに

さらに新たな仕組みが加わって全体としての沿岸域管理の仕組みが作られる。さらに、この複数の仕組み

が重なって構成されるシステムをうまく回していくための考え方がネットワーク・ガバナンスである３）。 

第一段階 

図 2-1 の左下隅には、海岸に形成される漁村コミュニティが地先にある沿岸海域を利用・管理するとい

う、日本では近代化以前から存在する管理の仕組みが入る。この仕組みは、現行漁業法の共同漁業権に

引き継がれている。ただし、この法制度が制定された当初は、漁村コミュニティは漁業者で構成され、沿岸

海域の利用は漁業のみであったが、次第に漁村には漁業者以外の者が増え、沿岸海域では漁業以外の

利用が増えて、漁業権管理では収まらなくなった。漁業以外の利用が、例えば遊漁のように単独であれば、

関係者間で直接解決策を話し合えばよい。しかし、利用の仕方が増え、関係者も多様になってくると、関

係者が集まって協議会を作り、そこで共通のルールを作って協働することになる。里海の先行事例として

有名な備前市日生地区では、漁業者が始めたアマモの増殖活動が、漁協全体での取組みに拡大し、や

がて漁業以外の多様な関係者が参加した沿岸域管理として地域全体を巻き込む活動となっている。このよ

うな取組みを以下では「地域あげてのアプローチ」と呼ぶ。地域の多様な関係者が参加する協議会は、メ

ンバーの外部との出入りも比較的自由で、メンバーの間に上下の指揮命令系統のないフラットな関係であ

ることから、ネットワーク組織とみなすことができる３）。それによって地先水面の利用が多様になることに対

応するとともに、地域の多くの関係者が参加する「地域あげてのアプローチ」をとることが可能になる。 

第二段階 

 第一段階の里海の管理は、地理的あるいは社会経済的条件が一定の地先水面という限られた沿岸海

域で有効であるが、市町村の沿岸では条件の異なる複数の地先水面が存在することが多く、一つの里海

では管理できなくなる。この場合、それぞれの地先水面の条件に応じた里海を形成し、それらをネットワー

クすれば、市町村の沿岸をカバーすることができる。全域をカバーしなくても、生態・物質循環あるいは利

用上の重要な水面に里海を形成し、それらの連携を図ればよい。例えば、宮城県南三陸町の志津川湾で

は地理的条件の異なる三つの漁業地域によってそれぞれの地先の海面が管理され（第一段階）、それら

が海水や栄養塩類の動態に沿った形で配置されている（第二段階）。この配置は意図的なものではないの

だが、結果的に里海のネットワークが形成されるに至っている。このような生態系や物質循環、複数の里海

の連結を「里海ネットワーク」と呼ぶ。 

第三段階 

 以上の里海ならびに里海ネットワークは、地域の沿岸海域に関わる人たちによる里海づくりの範疇であ

るのに対し、沿岸海域の水質や海岸の環境保全、そのための規制や保全事業といった活動は里海では
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対応できず、都道府県や国が予算と権限を持って取り組まなければできないものである。これらを沿岸域

の最も基本的で重要な社会的・環境的基盤という意味で、「沿岸域インフラ」と呼ぶ。 

沿岸域インフラの領域は、環境、土木、水産など多岐にわたり、都道府県や国の所管部局も複数に及ぶ。

沿岸域の総合的な管理をしようとすると、複数の部局が関わる縦割りが問題となる。この縦割りを解決し、

一貫した適切な沿岸域インフラの提供を行うためには、行政の縦割りの壁を越えて、関連する部局が連携

する必要がある。このような取組みを「全政府あげてのアプローチ」と呼ぶ４）。このような事例として、長崎県

の大村湾環境保全・活性化基本計画による行政横断的で関係自治体を巻き込んだ沿岸域管理があげら

れる。 

第四段階 

 第三段階までは都道府県の海域内での管理であるのに対し、都道府県の海域を超える広域の沿岸域

の管理に関しては、国が主導して関係都道府県を集め、必要な施策を講じることが必要になる。このような

行政機関の連合体による管理では、統一的な沿岸域インフラの提供、つまり共通の規制の実施あるいは

共通の保全事業の実行などが求められる。里海や里海ネットワークは、それぞれの海域条件に応じて形

成されるものであるのに対し、沿岸域インフラは関係都道府県で提供する沿岸域インフラの内容や水準、

さらに管理によって達成する状態を統一されるということである。瀬戸内海においては、瀬戸内海環境保

全特別措置法（以下、瀬戸内法）に基づく基本計画を共通の指針として定められ、その下で各府県の状況

に対応した府県計画が策定されている。さらに、大阪湾では関係する国・府県・主要市で構成される大阪

湾再生推進会議によって大阪湾再生行動計画（現在、第二期）が作成され、全体的な方針のもとに個別の

施策や事業が統合され、関係自治体の連携による管理が行われている。 

２. 管理主体ごとの役割と役割分担

ここで、管理主体ごとの役割を整理しよう。沿岸域の海面と海岸の多くは公共用物であり、第一義的には

国が管理責任を持つ。国は直接の事業や規制の主体というよりも、全体に関わる制度の設計や複数の都

道府県の仲介役としての機能を持つ。また、港湾などの管理や防災事業、環境保全対策といった「沿岸域

インフラ」の提供は主に都道府県の役割となる。一方、市町村は公共事業の一部を担うと同時に、地域住

民等が行う自主的な活動を支援したり協働したりといった役割を持つ。また、地先や市町村沿岸の狭い範

囲では地域住民等が主体となって、市町村と連携して自主的な里海づくりを行う。地域住民等には漁業

者・漁協、NPO、住民組織、利用者団体などが含まれる。そこでは沿岸域に関心を持つ者が協議会を作り、

市町村と連携して関係地域を巻き込みながらルールを作ったり環境創造活動を行ったりする。さらに、この

里海は地先水面の里海であるため、市町村や都道府県の海域をカバーする里海ネットワーク化のために、

行政や協議会によって関係する里海の連携を支援する活動が求められる。 

３. 沿岸域の多段階管理システム

以上の管理主体の機能と役割を、都道府県の海域を対象に図示したのが図 2-2 である。この図によっ

て、沿岸域管理を構成する主体間の横の連携と同時に、階層の異なる主体間の縦の関係も説明すること

ができる。横の連携は、「全政府あげてのアプローチ」による行政の縦割りの壁を超えた沿岸域インフラの

提供・整備と、「地域あげてのアプローチ」による地域の関係者を巻き込んでの里海づくりとそのような里海

のネットワーク化である。都道府県の管轄海域を越える広域の沿岸域では、都道府県間の横の連携によっ

て沿岸域インフラの提供・整備が共通化される。縦の連携は、地域住民や市町村による里海づくりと里海
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ネットワーク、それに都道府県による沿岸域インフラの提供・整備という、地域住民、市町村、都道府県の

間の機能上の役割分担が明確に定められていることで達成される。横、縦いずれの連携にも重要な役割

を果たすのが連携を支援する「支援型アプローチ」と全体的な統合の仕組みである。全体的な統合につい

ては次に述べる。 

図 2-2 都道府県海域における多段階管理の構造 

出典：日高（2022）２）、p.140 より引用  

４. ネットワーク・ガバナンスによる多段階管理システムの全体的な統合

多段階管理システムは複数の機能によって重層的に構成されているため、全体を統合するためのガバ

ナンスが必要となる。ネットワークを重要な特徴とするシステムのガバナンスは、ネットワークを構成する主

体間の対等（水平的）な相互作業の協働プロセスによる問題解決がポイントとなる。先行研究から５）６）、ネッ

トワーク・ガバナンスの基準は①ネットワーク組織、②協働のプロセス、③政府との対等性、④持続可能性

の公準の目的化、⑤異なるスケールをつなぐ重層性という五つに整理できる。これらを多段階管理システ

ムに適用し、横の連携、縦の連携、全体の統合、支援の四つを進めていくことが、ネットワーク・ガバナンス

によって沿岸域の多段階管理システムを全体的に統合するための条件である。 
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瀬戸内海の社会経済的な評価  

生態系サービスの経済評価 

「レント」から見た瀬戸内海の価値 

立命館大学 名誉教授 

髙 尾  克 樹 

1. はじめに

瀬戸内海は日本人との付き合いが長く、日本人にとっては最も身近に感じる海のひとつである。そんな

人との関わりの深い海や山の生態系は、里海あるいは里山とも呼ばれる。

自然が与えてくれる海の幸、山の幸などの恵みは、一般に生態系サービスとも呼ばれる。生態系サービ

スとは、健全に保たれ生態系が人間社会に無償で供与してくれる財やサービスを意味するものであるが、

里海や里山のような生態系の場合、そんな財やサービスも、全部が生態系からの「贈りもの」というよりは、

一部は人間の努力の成果でもある。例えば里山の林業は、山の管理者や林業者の伐採や植林などの営

みがあってはじめて成り立っているし、里海の漁業者も時には命がけの漁獲努力の結果として海の恵みを

享受してきた。では、里海から得られる海の幸の価値（生態系サービス総額）から、漁業者の労働や燃料な

どの費用を差し引いた「純生態系サービス」はどれほどになるのだろうか。瀬戸内海を例に少し考えてみた

い。

２． 生態系サービスとゴードンモデル 

現代の農業では、苗づくりから肥料や水やり

など、作物の生育管理はもっぱら人間が担っ

ている。これに対して、養殖以外の漁業では、

魚貝の生育の大部分が自然にゆだねられて

おり、収穫に占める生態系サービスの貢献は

農業よりも大きいと考えられる。そんな生態系

サービスの漁業への貢献を、ゴードンのモデ

ルを手がかりに分析してみたい。

ゴードン（1953）は図 1 に示したようなモデル

を使って、海の自然生態系の再生産プロセス

と漁業経済を分析した 1）。上図は、生態系内に

存在する成魚個体数（これをストック規模と呼

ぶ）に応じて増殖速度が変化する様子を示し

ている。成魚個体数が増えるとともに産卵量も

増え増殖速度は加速していくが、生態系の生

物扶養力には限界があるため、限界に近づくと増殖は減速する。増殖速度が最大となるのはちょうどよい

ストック規模の時で、この点は最大持続可能産出量（maximum sustainable yield, MSY）と呼ばれる。
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ここにもし人間が加わり、魚を捕獲し始めると捕獲した数だけ魚群の個体数（ストック規模）は減少する。

ストック規模と漁獲努力のそんな相反関係（一方が増えると他方が減る）に着目し、上図を左右反転して描

き直したものが下図で、曲線 R は漁業者の漁獲努力と持続可能な漁獲収入の平衡関係を示している。平

衡関係とは、ストック規模と漁獲量のバランスを維持した時の両者の長期的関係を意味し、例えば 1 年後

に前年から増殖した分だけを収穫するような理想的な漁業（持続可能な漁業）の例を考えるとよい。 

ここでゴードンモデルが主張する点は、人間が小規模な漁業を営む状態では、漁獲努力を少し増やす

と、それに比例して漁獲も増えるが、漁業規模が拡大して MSY を超えると、漁獲努力の増加は逆に漁獲

量を減らすという点である。 
図の C は漁獲費用を示しているが、漁獲費用は漁獲努力 E に比例すると考えられるから、図では直線

で描かれている。漁獲収入から漁獲費用を差し引いた部分は超過利潤である。実は超過利潤こそが本稿

の主題、純生態系サービスそのものを表している。なぜなら、グロスの生態系サービスに当たる漁獲収入

から、人間の貢献分に当たる漁獲費用を原価として控除した残差が超過利潤だからである。 

この超過利潤は、経済学においてはレント（地代）とも呼ばれる。例えば農地の場合、地代には場所によ

る価格差があるが、それは主として土地の自然的条件による生産力格差によって説明される。商業地でも

同様で、土地以外でも例えば発明などによる独占的利益や制度的な利権などにレントが付随する。ここで

は差し当たってレントを「その生産要素が供給されるのに最低必要な支払いを超えて支払われる部分」（ヴ

ァリアン、2007）と定義しておく。 

漁業の場合もレントは存在する。しかし農地とは異なり、漁場には私有権が設定されないから、交換価

値としての「地代」は成立せず、レントは目には見えない潜在的利益・利権の形を取ることが多い。このこと

はまた、共有財産につきものの濫用や紛争（いわゆるコモンズの悲劇）が起こりやすいということも意味する。

ゴードンは、良い漁場では漁民が個々に競って自己の漁獲を増やそうとして、遂には図のRとCの交点に

まで至るであろうと警告している。この R と C の交点においてはレントが消失し、漁民は共倒れによる乱獲

状態が現れる。結論から先に言えば、瀬戸内海の状態はまさにこの状態にあると考えられる。 

 

３． 里海の生態系サービスとしての漁業レント 

農地における地代と同様、漁業においてレントが発生する源泉は、海洋生態系の再生産力である。豊

かな漁場では本来、最小限の漁獲努力で市場価値の高い魚が多く得られるので、例えば父祖伝来の良

い漁場では、決められた漁獲をしっかり守ってさえいれば、漁業で超過利潤のある豊かな生活が保障され

るはずである。 

しかし、超過利潤であるレントは可変で、フルに実現する場合もあれば実現しない場合もある。生態系の

状態が悪いと、魚も獲れなくなるためである。レントが可変であることを踏まえ、ここではレントの最大値に

着目し、これを便宜上「帰属レント」と呼ぶことにする。帰属レントとは、対象とする漁場固有の値であり、生

態系が最大限の能力を発揮した場合にのみ実現する生態系サービス価値でもある。以下ではこの帰属レ

ントを、瀬戸内海及び日本周辺の沿岸海域の漁業を対象として推定してみたい。瀬戸内海の範囲として、

ここでは大阪、兵庫、岡山、広島、大分、香川、愛媛の 7 府県とする。 

各年の漁獲努力（漁船総馬力）と漁獲量の関係を示したのが図 2 である。瀬戸内海、日本全域とも、戦

後の期間中漁船総馬力はほぼ一貫して増え続けたが、その結果、漁獲量は最初増えたものの、途中から

減少に転じている。この資源枯渇と見られる漁獲量落ち込みは、瀬戸内海よりも日本全体でより急激であ

る。 
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表 1 漁獲高の現況、及び最大持続可能漁獲量（MSY）、帰属レント 

  瀬戸内海 日本沿岸・沖合 

漁獲高 、千トン           

（直近の基準年 5 年の平均） 

230 3,589 

(224～242) (3,304～3,899) 

ＭＳＹ、千トン 
565 7,243 

(470～659) (5,607～8,880) 

帰属レント、億円/年 
1,069 11,725 

(850～1,288) (7,943～15,507) 

瀬戸内海における帰属レンをト算定するに当たっては、図 2 の漁業実績を 3 次多項式で近似し（図２の

実線）ゴードンモデルとした。また、帰属レント算定のベースラインとなる現状のレント（超過利潤）は、簡単

のため、ゼロと置くこととした。現状では瀬戸内海全体として操業費用を超える利潤は発生していないと仮

定したことを意味するが、同時にレント全体を控えめに見積るという意図もある。 

算定結果は基準年の漁獲高、MSY とともに表 1 に示した。瀬戸内海の帰属レントは 1069 億円、日本全

体では 1兆 1725億円と推定された。これに対し、直近の 10年間ほどの漁獲高は、理論的最大値MSYの

半分にも満たない。 

比較のため、既往研究で報告されている同様の算定例を表 2 に示した。例えば世界銀行と FAO による

最近の報告では、世界の漁業レントを年額 510 億ドルと算定している。本節で推定した我が国近海のレン

トはドル換算（1 ドル＝130 円）で、年額約 90 億ドル、瀬戸内海は年額 8.2 億ドルに相当するから、世界全

体に占める割合としても少なくない。世界銀行は、これが魚の乱獲によって失われた損失と見なし、水産

資源や生態系の保護を直ちに実行すべきであると警鐘を鳴らしている。 

表 2 既往研究による世界の漁業レント推定値 

推定値 年 出典 

$51 billion 2009 World Bank/FAO 

$80 billion 2005 Wilen 

$90 billion 2002 Sanchirico and Wilen 

$46 billion 1997 Garcia and Newton 

$50 billion 1993 FAO 

出典：” The Sunken Billions”, World Bank and FAO (2009)3） 

図 2 漁船総馬力と漁獲量の関係 

（資料出典：「海面漁業生産統計調査」各年及び「漁船登録による漁船統計表－総合報告」各年） 
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４． まとめ 

当初の問題設定に立ち返ってみよう。魚貝類の供給による恩恵に着目した瀬戸内海の生態系サービス

（1 年あたり）は以下のように算定された。 

生態系サービス総額（漁獲売上高）  558 億円 

純生態系サービス（帰属レント）  1,069 億円 

予想に反し、生態系サービス総額（上段）は、その一部であるはずの純生態系サービス（下段）よりも小さ

く、総額（グロス）と純額（ネット）が逆転してしまっている。一見矛盾した結果にも見えるが、それは前者（漁

獲売上高）が実績値であるのに対して、後者（帰属レント）が理論的最大値であるためである。後者の実績

値に関しては、今回の手法では明らかにできないが、実は先述の通り、現状のレントをゼロと仮定したため、

これを同一概念である純生態系サービス（現状の実績値）もまたゼロと見なしている。それは帰属レントの

ベースラインとするためであり、実際にはゼロではないかもしれないが、現状の漁家の経営実態から見て

その規模はごく小さなものであろうと筆者は考えている。 

それにしてもこの結果は、現在の漁業が本来の利益をいかに大きく失っているかを如実に示しているの

ではなかろうか。実は利益を失っているのは漁業者ばかりではない。これに比例して、国民一般も自然の

恵みを充分には受け取れないでいるのだ。このような残念な状態に、政府も漁業団体も気づき始めている

ようで、個別漁獲割当制度などの漁業制度改革も少しずつ進められているが、まだまだ思ったような進展

は見られていないのが現状だろう。改革を更に加速することで、一日も早く里海が本来の豊かさを取り戻

すことを待ち望んでいる。 
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瀬戸内海の社会経済的な評価  

 

地域住民の沿岸域保全に対する意識と海洋学習の効果 
 

立命館大学 政策科学部 准教授 

桜 井  良 

１． はじめに 

本章では地域住民の沿岸域保全に対する意識と沿岸域の中学校で行われている海洋学習の評価に関

する一連の研究の成果を紹介する。沿岸域の保全には漁業に直接携わる漁師だけでなく、地域住民、そ

して一般市民がレクリエーションや漁獲物の消費など多様な形で携わっており、人々の沿岸域保全に関

する考え方を理解することは、今後の持続的な沿岸域管理のあり方を考えるうえで重要である。また、沿岸

域の保全管理を将来担う人材の育成も重要で、この観点から現在学校で行われている海洋学習が人材育

成に果たす役割を明らかにすることは有意義である。 

１．１ 沿岸域保全に対する地域住民の意識 

本項ではまず日生湾周辺の住民を対象とした意識調査の結果を紹介する。調査地である岡山県備前

市日生は、県の東南端に位置する人口約 7,700人の町で、1800年代後半には全世帯の 90％が漁業に従

事していたなど、漁業が盛んな地域として知られている。沿岸域の保全活動に対してどの程度の住民の参

加を見込めるかを検討するためには、まず誘致圏（どの地域までの住民を保全活動に誘致するか）を明ら

かにする必要があると言われている 1)。そこで、本研究では日生湾周辺の地域住民を対象に意識調査を

実施し、対象エリア（日生湾）に対する意識（保全意欲や愛着など）と日生湾からの距離（住民の居住地）と

の関連性を明らかにした。インターネットアンケートを 2015年2月から 3月にかけて実施し、日生湾から 60 

km 圏内に居住している 20 歳以上の住民（n=1,630）を分析対象にした。結果、住民の居住地と日生の沿

岸域への意識との関連性については、保全意欲（時間・労力を費やしてもよい）は日生湾から 21 km より遠

くなると有意に低下し、金銭的な貢献意欲は 41 km より遠くなると有意に低下した（表 1）2)。日生の沿岸域

へのなじみは、20 km 圏内と 21 km-40 km 圏内、更に 21-40 km 圏内と 41-60 km 圏内との間に有意な差

があり、距離が離れるほど有意に低下した。日生の沿岸域への愛着は、20 km 圏内の住民は 20 km 圏外

の住民よりも有意に高かった。住民が対象沿岸域に対して愛着を持ち、保全意欲を感じる地域を特定する

ことは、市民参加型の沿岸域管理を検討するうえで重要で、本研究で明らかになったそれらの地域を対象

に普及啓発や保全活動への参加の呼びかけを行うことで、より効果的に住民の参加を促すことが可能に

なる。 

表 1. 日生湾からの距離別の回答者（n=1,263）の日生の沿岸エリアに対する意識（同じ点線で囲まれた

平均値はテューキー法による多重比較の結果、有意な差が見られなかった[p<0.05]）2） 
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次に、日生湾及び宮城県の志津川湾周辺の住民を対象に沿岸域に対する愛着を比較した研究結果を

紹介する。アンケート票は、人々の地域に対する愛着を測る質問[Ardoin et al.3)を参考に、生物・物理的要

素、社会・文化的要素、心理的要素、政治・経済的要素から構成される 23 項目]、将来世代に対する意識

など時間的要素を測る質問[4 項目] 、性別、年齢、学歴など属性に関する質問及び沿岸域に対する認識

や訪問経験に関する質問[13 項目]などから構成された。共分散構造分析より将来世代に対する意識の因

子を被説明変数として、愛着に関する 4 つの因子（「生物・物理的要素」「社会・文化的要素」「心理的要素」

「政治・経済的要素」）を説明変数とし、愛着と将来世代に対する意識との関連性を明らかにした。結果、日

生湾においても志津川湾においても生物・物理的因子及び心理的因子が将来世代への意識に有意な影

響（p<0.01）を与えていることが分かった（図 1）4）。結果に関するモデルの当てはまりの良さを示す RMSEA

（Root Mean Square Error of Approximation）が両湾ともに 0.1 以下で、GFI(Goodness of Fit Index)は 1.0 に

近い値を示し、モデルの適合度は満足すべき水準に達した。またいずれのモデルにおいても、決定係数

は 0.65 以上であり、当理論モデルが住民の沿岸域に関する将来世代への意識に影響を与える要因の過

半数を説明できていることが明らかになった。本研究結果を踏まえると、今後、人々の沿岸域への保全意

識を高め、市民参加型の沿岸域管理をしていくためには、地域への愛着を考慮した戦略的な普及啓発・

参加型保全活動を展開していくことが重要で、例えばライフスタイル（趣味・仕事）と地域をつなげる取り組

みや家族で参加する自治会の活動などが考えられる。 

 

 

 

２． 沿岸域の中学校で行われている海洋学習とその効果 

海洋環境を持続的に管理していくためには、人々が海に対して理解や関心を深めるための教育がこれ

まで以上に必要とされている。しかし、学校教育現場では、海洋教育を担当できる教員や教材が不足し、

まずは関連するカリキュラムや先進事例を蓄積し、その価値や効果に関する研究を積み重ねることが求め

られている 5）。岡山県備前市日生では地元の漁師が積極的に海の保全管理を行っており、同地域に位置

する日生中学校では、漁業組合との連携のもと全学年を対象とした総合学習として海洋教育に取り組んで

いる。具体的には、カキの種付け作業、アマモ（海藻の一種）の種の選別・播種作業、カキの洗浄作業、そ

して漁師への聞き書き学習など体験型の教育プログラムが年間を通して行われている。 
本研究では、日生中学校の海洋教育プログラムが生徒に与える教育効果を参与観察や中学生への聞

き取り調査から明らかにした。結果、海洋教育を受けた中学生は高学年になるほど多様な言葉で人と海と

図 1．日生湾における共分散構造分析（探索的モデル特定化）の結果：n=2,851、p<0.01、 
GFI=0.90、RMSEA=0.09、数値は全て標準化係数[いずれも 1%水準で有意]4） 
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のつながりについて、また経験に基づいて日生の海について説明できるようになっていることが明らかに

なった。一部の生徒は、「自分たちの力でアマモを増やし、海をきれいにしていきたいと思うようになった」、

「以前は海にゴミを捨ててしまうことがあったが、海の生物について学び、ポイ捨てはしなくなった」などと話

しており、海洋教育が生徒の態度や行動に変化をもたらしている可能性があることが示唆された。更に、高

学年になるほど、日生の海に対する親しみや愛着がある生徒が多くなり、一部の生徒は「海を守ると地元

を守っているような気になるので、今後も日生の海を守っていきたい」と話していた。その他、「漁師の仕事

の大変さが分かり、感謝の気持ちが芽生えた」など漁師への感謝を口にする生徒も高学年では多かった。

生徒の語りから、継続して地元の海の保全に携わり、漁師などと交流してきたことが生徒の意識に変化をも

たらしていること、更に日生中学校の海洋教育が将来にわたって日生の海と関わっていく人材の育成に貢

献していることが示唆された。6, 7, 8） 

また同中学校の全校生徒に対して実施したアンケート調査からは生徒の意識が定量的に明らかになり、

具体的には、海洋学習を通して生徒が地域や地元の海への興味関心を持ち、海に対する知識を得て、地

域への愛着を深めることで、地元の海を保全しようとする意欲が高まることが分かった（図 2）。また海洋学

習を通して様々な人（地域の人、漁師など）と関わることで、そして生徒の自己肯定感が高まることで、生徒

は将来に対して肯定的なビジョン（例：将来も前向きに生きていこうとする気持ち）を描けるようになっている

ことが分かった。9） 

 

 

図 2．地元の海の保全意欲及び将来に対する肯定的ビジョンと関係する要因モデル（値は標準化偏回帰

係数、全ての関係性は有意［p < 0.05］である。関係が強い［B > 0.4］要因については関連性［矢印］

を太字で示した。点線の矢印は目的変数が説明変数へ影響を与えている可能性もあることを示し

ている）。なお本研究では海洋学習が生徒が感じる「人とのつながり」及び「自己肯定感」を促進して

いるという仮定のもと分析をしている。9） 

 

「人手をかけることで生物生産性と生物多様性が高くなった沿岸海域」10）が里海と呼ばれ、日生の沿岸

域もその一つであると言われているが、一連の研究より里海が人と海が、また人と人が関わる舞台を提供

しているなど、文化的サービスも有することが明らかになった。そこで行われる海洋教育などの取り組みは

生徒の意識を変えただけでなく周りの大人の意識にも影響を与え、コミュニティ全体に影響が及んでいた

11）。日生の海洋教育を海外から来た留学生（大学生）が受ける機会があったが、地元の中学生や漁師と交

流することは、留学生にとっても沿岸域保全の重要性を学ぶ重要な機会となった 12）。日生中学校における

海洋教育は、沿岸域の持続可能な発展を実現するためのモデルケースとなると考えられる。 
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